予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　ぎふ清流ブランド豚肉生産推進事業費
　　　　豚肉銘柄化推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部　畜産課　養豚・養鶏係　電話番号：058-272-1111（内2876）

　　　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　5,395千円（前年度予算額：3,600千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,600

	要求額
	5,395
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,395

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
養豚経営は、多様な消費者ニーズに対応するため、さまざまな銘柄豚肉の生産を県内において行っているが、更なる肉質改善と安定的な供給が必要である。しかし、こうした状況において、各種銘柄豚肉生産者団体は零細で、県民へのＰＲ等への取組が十分ではない状況にある。

そのため、個々の銘柄豚肉の取り組みへの支援に加え、県下統一的に県内産銘柄豚肉のPRを行うことで、銘柄豚肉全体の認知度を高めていくことが必要である。
（２）事業内容

　 　県内養豚農家の経営向上と消費者への良質な豚肉の提供のため、岐阜県が開発した「霜降りに関連する染色体領域を固定したデュロック種（名称：ボーノブラウン）」について、民間種豚場との共同研究による種豚の増殖・精液の供給体制の整備を行うとともに、農家が購入する人工授精用精液の助成を行い、霜降り豚肉の生産拡大を図る。（助成本数を年間1,900本から2,600本に拡大）
     また、経営基盤の強化・安定と銘柄化等のため、県産銘柄豚のイメージアップ、消費宣伝などに資する各種ＰＲを実施することにより、県内中小家畜の生産振興を図る。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　 県内産豚肉の銘柄化を推進するため、人工授精用精液の差額補助については全額、銘柄化推進事業については事業費の１／２以内を補助する。

（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	5,315
	精液購入費用補助:2,340   豚肉銘柄化推進補助:2,975

	その他
	      80
	原材料費

	合計
	   5,395
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　  ぎふ農業・農村基本計画の品目別進行方向として、養豚では銘柄豚肉の出荷頭数を平成21年度の95,500頭から平成27年度には111,500頭に伸ばす。
（２）後年度の財政負担
     本県の豚肉銘柄化推進のための事業であるため、今後も県単独事業として継続して推進する。
（３）事業主体及びその妥当性
　　  岐阜県養豚協会は県内の養豚生産者を包括する団体であり、当該事業を実施するにおいては妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県の新たなブランド豚肉の開発・生産拡大体制の確立及び県内ブランド豚肉のＰＲにより、県内養豚農家の経営向上と消費者への特徴ある豚肉の提供を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	霜降り豚肉生産頭数

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	16,500
（H27）
	％


	銘柄豚肉出荷頭数
	（H　）
	95,500
（H22）
	67,593
（H23）
	76,084
（H24）
	111,500

（H27）
	68％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）民間種豚場との共同研究による、種豚ボーノブラウンの増殖・精液供給体制の整備

（２）霜降り豚肉生産拡大のため、種豚ボーノブラウンの人工授精用精液の県譲渡価格と民間譲渡価格との差額を補助
（３）豚肉銘柄化推進に資する事業を行う際に要する経費への助成
　　①ＰＲ活動

・県内産銘柄豚肉の統一的な愛称と標語を設定し、販促資材を作成

②地産地消推進

・県内産銘柄豚肉を使った料理講習会の開催

③生産振興

・各銘柄が豚肉の高品質化のために実施する肉質分析等への助成


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　岐阜県養豚協会から「精液の安定的な供給体制の確立を図られたい。」と要望を受け、種豚並びに人工授精用精液の安定的な供給体制を整備したことにより、県内農家に利用が広がっており、霜降り豚肉を生産し、プライベートブランド化を行う農家が増えている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	銘柄豚肉の生産、流通基盤を整え、県内養豚農家が生産した高品質な豚肉の銘柄化を推進することにより、岐阜県の独自の特産品として全国にアピールすることができるとともに県内産豚肉の消費が促進され、養豚経営者の経営安定につながる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	生産基盤の安定により、県民に高品質な畜産物を安定的に供給している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○
	生産者もしくは生産者団体を包括する団体への補助により、効率的な運営を図ることができる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県内には、数多くのブランド豚肉があり、農家ごとに種豚、飼料及び飼育方法などにこだわりがあるため、県内産豚肉を「飛騨牛」のようにブランドを一本化することは難しい。

そのため、各ブランド豚肉の総称（愛称）を決定し、県内産ブランド豚肉が一丸となって、消費促進などのPR活動を行うことで、「飛騨牛」に並ぶブランド畜産物として認知度を高めていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ぎふ農業・農村基本計画の品目別振興方向とし、養豚では、銘柄豚肉の出荷頭数を現状（平成21年度）95,500頭から平成27年度には、111,500頭に伸ばす計画であり、その目標達成に向けて「飛騨・美濃けんとん」などの銘柄豚肉に加え「霜降り豚肉」の生産振興を図る。


